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※別居の扶養親族・特定親族特別控除及び所得金額調整控除に係る親族がいる場合には、裏面⑧に氏名、住所等を記入してください。
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申告の手引き
町民税
県民税

令和８年度

〒666-0292 兵庫県川辺郡猪名川町上野字北畑11番地の１

　町・県民税の申告及び納税につきまして、日ごろよりご協力いただき厚くお礼申しあげます。

　この申告書は、あなたの町民税・県民税を正しく算出する資料となるほか、課税（非課税）証明書の発行、国民健康保険等の賦課、国民年金の免

除にかかる審査などの資料となります。

申告をしなければならない人

１．令和８年１月１日現在、猪名川町に住所のある人で下記に該当する人
　　①令和７年中に営業・農業・その他の事業・不動産などの所得のあった人
　　②給与所得者は通常申告する必要はありませんが、次の事項に該当する人は申告が必要です。
　　 （ア）日給（パート・アルバイト含む）、家事手伝い、勤務先の倒産、その他の理由で勤務先などから猪名川町に給与支払報告書（源泉徴収票）
　　　　　が提出されない人
　　 （イ）令和７年中に中途退職し、令和８年１月１日現在、他に就職していない人
　　 （ウ）給与所得のほかに、不動産、配当、年金、業務、その他の雑所得などのあった人
　　 （エ）雑損控除、医療費控除などを受けようとする人
　　③年金・恩給などの公的年金の受給者で、次に該当する人
　　 （ア）公的年金等の所得のほかに、給与、配当、不動産などの所得のあった人
　　 （イ）各種控除（扶養・社会保険・医療費控除等）を受けようとする人
　　　※公的年金等の収入が400万円以下で確定申告の提出が不要な人であっても控除を受けるためには町・県民税の申告が必要です。
２．令和８年１月１日現在猪名川町内に住所のない人で、町内に事務所・事業所または家屋敷を有する人

○医療費：医療費控除の明細書（あらかじめ人ごと・病院ごとに支払金額を分けて計算しておいてください。また、介護等に伴う医療費控除を申
　告される場合は、該当の領収書の提示をお願いすることがあります）

申告に必要なもの

◆申告書　◆令和７年中の所得等の証明書（源泉徴収票・事業主の支払証明書・その他帳簿類）　◆本人確認書類
◆各種控除に必要な証明書（添付または提示がないと控除が認められません）

○社会保険料：国民健康保険税・後期高齢者医療保険料・介護保険料などの領収書、国民年金保険料控除証明書など
○生命保険料・地震保険料：控除証明書、支払証明書
○障害者：障害の等級などがわかる各種手帳または要介護認定のある方は障害者控除の対象者であることがわかる認定書等
○寄附金：寄附金の受領証、証明書または認定証の写し

申告しなくてもいい人

　申告書を受け取られた人で令和７年中に収入がなかった人は、この申告書を提出していただく必要はありません。
※ただし次のような場合は収入がなくても、申告書裏面⑩「前年中に収入がなかった人の記入欄」に記入のうえ提出してください。
　①町・県民税の課税（所得）証明書が必要な人。（融資、奨学金、健康保険の扶養確認、児童扶養手当の申請、公営住宅の入居等に必要）
　②国民健康保険に加入されている人。国民年金の減免申請をされている人。後期高齢者医療制度に加入されている人。
※その他、ご不明な点などありましたら下記までお問い合わせください。

申告書の提出・問い合わせ先

猪名川町役場（１階）税務課 TEL 代表：072（766）0001 　直通：072（766）8702

ご 注 意

※この手引きは、令和８年度町・県民税の申告をするにあたり、令和８年１月１日現在の税法に従って、必要な所得や税額の計算に関する一般的
な事項について説明しています。

※令和８年度の町・県民税は、令和８年１月１日現在居住している市町村に、前年中（令和７年１月１日～令和７年12月31日）の１年間に生じた
所得等を申告していただき、これを基にして税額が計算されます。

※申告の必要な人が申告されない場合は、社会保険料、生命保険料、医療費などの諸控除が受けられず、また町・県民税の証明書（課税証明・
所得証明等）が発行できない場合もありますのでご注意ください。

※税務署に所得税の確定申告書を提出される人は、町・県民税の申告書を提出する必要はありません。

所得金額欄（令和７年１月から令和７年12月までの所得）

営 業 等

農 業

不 動 産

利 子

配 当

販売業、製造業、卸売業、飲食業、建設業、サービス業、医師、税理士、外交員、茶・花などの師匠、大工など農業以外の事業所得

農作物の生産、果樹の栽培、養蚕、家畜の飼育などから生じる所得

家賃、貸間代、地代、権利金、更新料、貸ガレージなどによる所得

公社債や預貯金の利子、貸付信託や公社債投資信託の収益の分配に係る所得（源泉分離課税の対象とならないもの）

法人（公益法人等及び人格のない社団等を除く。）から受ける利益の配当、剰余金の分配（出資に係るものに限る。）、基金利息並びに

投資信託（公社債投資信託及び公募公社債等運用投資信託を除く。）及び特定目的信託の収益の分配にかかる所得。上場株式は原則申

告不要ですが申告をすることもできます。また非上場株式については少額配当も含めて申告が必要です。

給料、俸給、賃金、歳費、賞与などの所得。収入金額（手取りではない額）を申告書表面⑬欄に記入してください。源泉徴収票のな

い人は申告書裏面②欄で計算し、年収を出してください。

厚生年金などの公的年金及び恩給（一時恩給を除く）等の所得。申告書表面⑮欄に公的年金等控除前の金額を記入してください。所得

金額は「公的年金等に係る雑所得の算出方法」で計算します。

［注意］　※遺族年金、障害年金、雇用保険等の非課税所得のみの場合は、所得金額欄には記入せずに、申告書裏面⑩に記入してください。

総合課税の譲渡

一　　　　　時

給 料

雑

公 　 的

年 金 等

そ の 他

業 　 務

車両、機械、船舶、著作権、漁業権、特許権など資産の譲渡による所得。法人から贈与を受けた金品や賞金、懸賞当選金、競馬・

競輪の払戻金などの一時的な所得。

（資産の保有期間が５年以内：「短期譲渡」、５年を超える場合：「長期譲渡」）

郵便年金、生命保険年金、非営業貸金の利子など他の所得に当てはまらない所得

原稿料、講演料又はネットオークションなどを利用した個人取引若しくは食料品の配達、シルバー人材センターなどの副収入による所得

－４－ －１－

3,320,000

3,220,000

100,000



◎所得から差し引かれる金額欄

雑 損 控 除

あなたやあなたと生計を一にする配偶者その他の親族が災害や盗難、横領等に遭い住宅、家財、現金などに損害を受けた場合。
災害関連支出額とは、災害により損壊した住宅や家財などの取り壊し、除去、被災後1年以内に行った現状回復のための費用等、やむを得ない支
出をいいます。
①損失の金額のうちに災害関連支出の金額がないか、それが5万円以下の場合はａの金額。
②損失の金額がすべて災害関連支出の金額か、それが5万円を超える場合はａまたはbのいずれか多い金額。
（Ⓐ損害金額＋Ⓑ災害関連支出−Ⓒ損害保険金等で補てんされる金額）−（総所得金額等×10％）……a
（Ⓑ災害関連支出の金額）−5万円……b

医療費控除

納税者が、自己または生計を一にする配偶者その他の親族のために医療費を支払った場合。（その年の１月１日から12月31日まで）
（支払った医療費の総額−保険金等で補填される金額）−（総所得金額×5％または10万円のいずれか少ない金額）最高限度額は200万円
※セルフメディケーション税制（医療費控除の特例）
　検診等一定の取組を行っている個人が、スイッチOTC医療品を購入した場合。
　医療品の購入費（保険金等で補填される金額を除く）−12,000円　(最高限度額は8万8千円、通常の医療費控除との選択制)

社会保険料
控 除

あなたやあなたと生計を一にする配偶者その他の親族が負担することになっている国民健康保険、国民年金、厚生年金、雇用保険、介護保険等
を支払った場合。控除額は支払額の全額。ただし、親族負担の社会保険料のうち、本人の口座振替または年金天引きとなっている保険料等につ
いてはあなたの申告に含めることはできません。

小規模企業共
済等掛金控除

小規模企業共済掛金または確定拠出年金法に基づく個人・企業年金加入者掛金または地方公共団体が行う心身障害者扶養共済の掛金を支払った
場合。控除額は支払額の全額。

生命保険料
控　　　除

あなたや、あなたと生計を一にする配偶者及びその他の親族を保険金の受取人とする一般生命保険料、または個人年金保険料、介護医療保険料を支払っ
た場合。合計適用限度額は70,000円。※控除額の計算で１円未満の端数があるときは、その端数を切り上げることができます。

額除控料険保命生額金の料険保たっ払支分区の料険保たっ払支

㋑平成24年１月１日以降に締結した生命保険契約等（新契約）
支払った保険料が、一般生命保険料、介護医療保険料、個人年金保険料の
場合
（適用限度額：各28,000円）

新
契
約

12,000円以下

12,001円～32,000円

32,001円～56,000円

56,001円以上

㋺平成23年12月31日以前に締結した生命保険契約等（旧契約）
　支払った保険料が、一般生命保険料、個人年金保険料の場合
（適用限度額：各35,000円）

旧
契
約

15,000円以下

15,001円～40,000円

40,001円～70,000円

支払金額×1/2＋6,000円

支払金額×1/4＋14,000円

支払金額×1/2＋7,500円

支払金額×1/4＋17,500円

70,001円以上

全額

28,000円

全額

35,000円

㋩新契約と旧契約の双方について保険料控除の適用を受ける場合
（適用限度額：28,000円）

新契約と旧契約それぞれ上の算式により計算した控除額の合計額
（㋺と㋩を比較して、㋺の方が大きい場合は㋺を適用）

地震保険料
控　　　除

居住用家屋または、生活に通常必要な家財を保険の目的とする地震保険契約等、または人の身体の障害あるいは入院により医療費（医療費控除
の対象となるもの）を支払ったことに起因して保険金や共済金が支払われる傷害保険契約等に基づいて保険料や掛金を支払った場合。※ただ
し、経過措置の適用される積立型火災保険に地震保険を付帯している契約については、旧長期損害保険料か地震保険料のいずれか一方を選択の
うえ適用します。合計適用限度額は25,000円。※控除額の計算で１円未満の端数があるときは、その端数を切り上げることができます。

額除控料険保震地額金の料険保たっ払支分区の料険保たっ払支

㋑支払った保険料が地震保険料だけの場合（適用限度額：25,000円） 2/1×額金払支支払金額

㋺支払った保険料が旧長期損害保険料だけの場合

額全下以円000,5

5,001円～15,000円 支払金額×1/2＋2,500円

円000,01上以円100,51

㋩支払った保険料が㋑と㋺の両方である場合（適用限度額：25,000円） それぞれ上記㋑及び㋺により求めた金額の合計額が控除額となる

（注）・地震保険契約…居住用家屋または生活用動産を保険の目的とした地震保険契約
　　　・旧長期損害保険契約…平成18年12月31日までに締結された損害保険契約のうち、満期返戻金等のあるもので保険期間または共済期間が10年
　　　　以上のもの

◎人的控除の種類

額　除　控等　件　要類　種

配偶者控除
（内縁関係は除く）

合計所得金額が1,000万円以下で、かつ合計所得金額が58万円以下の配偶者を有する人(注1)。控除額については2頁の「配偶者（特別）控除
額の一覧」をご覧ください。

配 偶 者
特 別 控 除

合計所得金額が1,000万円以下で、かつ合計所得金額が58万円を超え、133万円以下の配偶者を有する人(注1)。控除額については2頁の「配偶
者（特別）控除額の一覧」をご覧ください。

特 定 親 族
特 別 控 除

あなたと生計を一にする19歳～22歳の親族等（あなたの配偶者及び青色事業専従者等を除くものとし、前年の合計所得金額が123万円以下である
ものに限る｡）で控除対象扶養親族に該当しない者を有する人(注1)。控除額については２頁の「特定親族特別控除額の一覧」をご覧ください。

扶 養 控 除
円万33除控養扶般一）人たれま生に前以日1月1年22成平らか日2月1年91成平（満未歳91上以歳61

円万54除控養扶定特）人たれま生に前以日1月1年91成平らか日2月1年51成平（満未歳32上以歳91

23歳以上70歳未満（昭和31年1月2日から平成15年1月1日以前に生まれた人） 一般（成年）扶養控除 33万円

70歳以上（昭和31年1月1日以前に生まれた人）
老人扶養控除（同居老親等以外） 38万円

老人扶養控除（同居老親等） 45万円

円万62害障通普

円万03）3注（害障別特

同居特別障害（注4） 53万円

ひ と り 親
控 除

次のすべてに該当する人
①合計所得金額が500万円以下、②生計を一にしており、かつ総所得金額等が58万円以下である子がいる、③現に婚姻していな
い（婚姻歴の有無は問いませんが、住民票の続柄欄に「夫(未届)｣「妻(未届)」またはこれらと同様の記載ある場合は対象外）

30万円

寡 婦 控 除

【上記の「ひとり親控除」が適用される人には寡婦控除は適用されません】
（現に婚姻していない合計所得金額が500万円以下である人のうち、次のいずれかに該当する人）
①夫と死別している、②夫と離別していて、かつ扶養親族がいる。
※住民票の続柄欄に「夫(未届)｣「妻(未届)」またはこれらと同様の記載ある場合は対象外

26万円

勤 労 学 生
控 除 学校教育法等で規定する学校の生徒で、令和7年中の合計所得金額が85万円以下で給与所得以外の所得が10万円以下の人 26万円

基 礎 控 除 合計所得金額が2,500万円以下の人

合
計
所
得
金
額

円万34下以円万004,2

2,400万円超～2,450万円以下

2,450万円超～2,500万円以下

29万円

15万円

−超円万005,2

（注1）配偶者(特別)控除、扶養控除、特定親族特別控除の対象となる配偶者または扶養親族等は、令和７年12月31日（死亡された人は、その死亡日）現在で判断します。
（注2）要介護認定者が、障害者控除を受けられる場合は、介護保険担当窓口で控除対象者認定書の交付を受けてください。
（注3）特別障害者とは、身体障害者手帳1級、2級の人や精神障害者保健福祉手帳1級、療育手帳Aと判定された人、介護保険において特別障害者控除対象者と認定
　　　 された人。
（注4）同居特別障害者とは、居住者の同一生計配偶者または扶養親族が特別障害者であり、かつ、居住者、居住者の配偶者または居住者と生計を一にするその他
　　　 の親族のいずれかと同居を常況としている人。
（注5）障害者控除は扶養親族が年少扶養親族（0歳～15歳）である場合においても適用されます。
（注6）国外居住親族がいる場合は、扶養控除の対象要件が異なりますので、詳細を町ＨＰでご確認ください。

◆給与所得額・公的年金等に係る雑所得・各種控除額などの計算方法◆
法方出算の得所雑る係に等金年的公◎◎給与所得の算出方法

受給者の年齢
公的年金収入金額

（A）

公的年金等雑所得の金額
（公的年金所得以外の合計所得

1,000万円以下の場合）

190万円以上360万円未満

65万未満

給与収入金額 給与所得

65万1千円以上190万円未満

65歳以上（昭和36年1月
1日以前に生まれた人）

330万円未満

360万円以上660万円未満

410万円未満

660万円以上850万円未満

770万円未満

850万円以上

1,000万円未満

1,000万円以上

65歳未満（昭和36年1月
2日以降に生まれた人）

130万円未満

410万円未満

※Ａ×2.8－8万円

0円

収入金額－65万円

※Ａ×3.2－44万円

収入×90％－110万円

収入－195万円 770万円未満

1,000万円未満

（A）−110万円

（A）×75％−27万5千円

（A）×85％−68万5千円

（A）×95％−145万5千円

（A）−195万5千円

（A）−60万円

（A）×75％−27万5千円

（A）×85％−68万5千円

（A）×95％−145万5千円

1,000万円以上 （A）−195万5千円※収入金額÷４＝Ａ（千円未満切捨て)

◎特定親族特別控除額の一覧

100万円超 105万円以下
（165万円超 170万円以下）

58万円超 95万円以下
（123万円超 160万円以下）

親族等の合計所得金額(給与収入換算) 特定親族特別控除額

 95万円超 100万円以下
（160万円超 165万円以下）

105万円超 110万円以下
（170万円超 175万円以下）

110万円超 115万円以下
（175万円超 180万円以下）

115万円超 120万円以下
（180万円超 185万円以下）

31万円

45万円

41万円

21万円

11万円

６万円

※公的年金等雑所得以外の所得に係る合計所得金額が1,000万円を超える方は、お問い合わせください。
※公的年金等の受給者の年齢が65歳未満であるかどうかの判定は、令和7年12月31日（その人が年
　の途中で死亡し、または出国する場合には、その死亡または出国の時）の現況によります。

◎配偶者（特別）控除額の一覧

配偶者の合計所得金額

（※給与所得のみの場合の収入金額）

扶養・
非扶養
ライン0～900万円以下

(1,095万以下)

配偶者
控　除

0円～ 58万円
(0円～123万円)

70歳未満（控除対象配偶者）
扶養

70歳以上（老人控除対象配偶者）

58万円超 95万円以下（123万円超 160万円以下）

非扶養

95万円超 100万円以下（160万円超 165万円以下）

100万円超 105万円以下（165万円超 170万円以下）

105万円超 110万円以下（170万円超 175万円以下）

110万円超 115万円以下（175万円超 180万円以下）

115万円超 120万円以下（180万円超 185万円以下）

120万円超 125万円以下（185万円超 190.4万円未満）

125万円超 130万円以下（190.4万円超 197.2万円未満）

130万円超 133万円以下（197.2万円超 201.6万円未満）

133万円超（201.6万円以上）

33万円

38万円

33万円

33万円

31万円

26万円

21万円

16万円

11万円

6万円

3万円

－

（※）納税義務者の合計所得金額が900万円を超える方は、お問い合わせください。

（注）配偶者が他の者の扶養親族または事業専従者である場合は、配偶者（特別）控除は

　　　適用できません。

（注）納税者と生計を一にする合計所得金額が58万円以下の配偶者で、納税者の合計所得

　　　金額が1,000万円を超える場合、控除額はありませんが、障害者控除の対象となる配

　　　偶者の場合は扶養障害者控除が適用できます。

（注）給与収入換算の金額は、給与収入のみの場合に限ります。

　　　他の所得がある場合はこの限りではありません。

◎所得金額調整控除

◎税額控除

調 整 控 除
平成19年度の税源移譲に伴い生じる所得税と町・県民税の人的控除差に基づく負担増を調整するため設けられました。合計所得2,500
万円を超える方は適用外となります。

住 宅 借 入 金
等 特 別 控 除

所得税で住宅ローン控除を受けている人（平成28年1月1日から令和7年12月31日までに入居した人に限る）で、所得税から控除しきれ
ない住宅ローン控除を町・県民税から控除します。

配 当 控 除 株式の配当等の配当所得があるときは、その金額に配当の種類に応じた率を乗じた金額が税額から控除されます。

配当割額・株式等
譲渡所得割額控除

上場株式等に係る配当所得や譲渡所得があり、配当割や株式等譲渡所得割を課された人が、その所得を申告する（確定申告を含む）
場合には、課された配当割額や株式等譲渡所得割額を算出された所得割額から控除します。

寄 附 金 控 除

都道府県、市町村もしくは特別区、または兵庫県共同募金会若しくは日本赤十字兵庫県支部、兵庫県が条例で指定した団体（県民税
のみ）、町が条例で指定した団体（町民税のみ）に対する寄附を行った場合。
○控除対象額：寄附金の合計額（総所得金額等の30％を限度）−2,000円
（税額控除の計算式）　①基本控除額と②特例控除額の合計額を税額控除
①（都道府県、市町村、特別区、兵庫県共同募金会、日本赤十字兵庫県支部、県・町条例指定団体に対する寄附金−2,000円）×10％
②（都道府県、市町村、特別区に対する寄附金−2,000円）×（90％−（所得税の限界税率×1.021）※個人住民税所得割額の20％を限度

◎町・県民税が課税されない人

①　均等割も所得割もかからない人
　ア　生活保護法の規定による生活扶助を受けている人
　イ　障害者、未成年者、寡婦又はひとり親（未婚含む）で前年中の合計所得金額が 135 万円以下の人（給与所得者の年収に直すと 204 万 4 千円未満の人）
②　均等割がかからない人：前年中の合計所得金額が次の算式で求めた金額以下の人
　ア　同一生計配偶者または、扶養親族を有する場合　　28 万円×家族数（本人＋同一生計配偶者＋扶養親族数）＋ 26 万 8 千円
　イ　同一生計配偶者及び扶養親族のいずれも有しない場合　　38 万円
③　所得割がかからない人：前年中の総所得金額等が次の算式で求めた金額以下の人
　ア　同一生計配偶者または、扶養親族を有する場合　　35 万円×家族数（本人＋同一生計配偶者＋扶養親族数）＋ 42 万円
　イ　同一生計配偶者及び扶養親族のいずれも有しない場合　45 万円
※　同一生計配偶者とは、前年中の合計所得が 58 万円以下の配偶者のことです。

①年収が850万円を超え、かつ、以下の3つの条件のいずれかに該当

(イ)本人が特別障害者に該当する　　(ロ)23歳未満の扶養親族を有する
(ハ)特別障害者である同一生計配偶者または扶養親族を有する

控除額＝{給与等の収入金額(年収)－850万円}×10％（最高15万円）
※年収1,000万円を超える場合は、「給与等の収入金額(年収)」は、
　一律1,000万円で計算する。

②｢給与所得」と「公的年金等雑所得」の両方があり、その金額の合計額が

　10万円を超える方

控除額＝{給与所得金額(上限10万円)＋公的年金等に係る雑所得金額
(上限10万円)}－10万円
※①の控除の適用がある場合は、その適用後の給与所得金額

－２－ －３－

(注1)

(注6)

障害者控除

(注5)

身体障害者手帳等をお持ちでなくても、65歳以上の人で介護保険におい
て要介護1以上の認定を受けられている場合（注2）は、申請により適用
が受けられます。

合計所得金額
が、58万円以
下の被扶養者
に限ります。

配
偶
者
特
別
控
除

納税義務者の
合計所得金額(※)

120万円超 123万円以下
（185万円超 188万円以下）

３万円


